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平成２２年度東京都都市再開発事業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

 １ 審査の対象  都市整備局 

 ２ 審査の方法 

   この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、都市再開発事業の経営成績及び

財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠

書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により審

査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われていたかを検証した。  

３ 審査の期間  平成２３年６月７日から同年９月５日まで 

  

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

   審査に付された決算諸表は、都市再開発事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているも

のと認められる。 

２ 事業運営について 

当会計は、都が行う市街地再開発事業のうち、北新宿地区、環状第二号線新橋･虎ノ門地区（以

下「環状第二号線地区」という。）及び大橋地区の３事業を経理するものである。 

収支状況は、総収益２，４４６万余円に対し、総費用２８万余円となっている。 

経営状況は、営業収益及び営業費用の発生はなく、受取利息等の収入により、２，４４６万余

円の営業外収益が生じ、差引き２，４１８万余円の純利益となっている。 

今後とも、３地区の再開発事業の完成に向けて、より着実な事業推進に努めていく必要がある。 

 

第３ 経営状況の概要 

 １ 事業の実績 

   都市再開発事業の概要は、表１のとおりである。 

   平成２２年度における３地区の主な事業実績は、各地区で用地取得及び物件移転補償等を行っ

ているほか、北新宿地区では、３街区３－２棟の保留床相当敷地持分譲渡契約の締結、環状第二

号線地区では、Ⅲ街区Ⅲ－１棟の一部の保留床相当敷地持分譲渡変更契約及び敷地の残地部分の

保留床相当敷地持分譲渡契約の締結を行った。 

また、大橋地区では、１－１棟の建築工事を進めたほか、電線共同溝工事を行った。 

 

 



 - 2 -

 （表１）都市再開発地区事業概要 

事 業 の 目 的 
地区内の放射第６号線を整備するとともに、老朽化した低層密集住

宅を新宿副都心地域にふさわしい市街地として、土地の有効利用と都
市機能の更新を図り、防災性の向上をめざす。    

総 事 業 費 １，３７７億５，３００万円  
事 業 完 成 予 定 平成２６年度 

区 域 面 積 
約 47,200 ㎡   (公共施設約 19,400 ㎡、宅地約 27,800 ㎡) 
公共施設計画   放射第６号線  延長 約 350ｍ 幅員 30～32ｍ

  放射第 24 号線 延長 約 25ｍ  幅員 16ｍ 
計 画 人 口 約１，３００人    
施 設 建 築 物 ９棟（うち５棟、住宅６６０戸） 
権 利 者 数 

（事業計画策定時） 
３９４人（土地所有者１３０人、借地権者４３人、借家人２２１人）

北 

新 

宿 

地 

区 

事 業 の 経 緯 
昭和２１年 ３月  放射第６号線の都市計画決定 
平成 ６年１０月  市街地再開発事業の都市計画決定 
平成１０年 ５月  市街地再開発事業の事業計画決定 

事 業 の 目 的 
幹線道路である環状第２号線を整備し、都心部へ集中する交通を分

散するとともに、地域の健全な発展を図る。 

総 事 業 費 ２，６７９億１，０００万円 
事 業 完 成 予 定 平成２６年度 

区 域 面 積 

約79,700㎡(公共施設約64,300㎡、宅地約21,200㎡) 
(重複利用区域約5,800㎡含)   

公共施設計画 環状第２号線  延長1,353ｍ 幅員 40ｍ 
放射第19号線他 延長233ｍ    幅員 14.5～30ｍ 

計 画 人 口 約８２０人            
施 設 建 築 物 ４棟（うち３棟、住宅３８１戸） 
権 利 者 数 

（事業計画策定時） 
９４２人  (土地所有者３４８人、借地権者１１０人、 

借家人４８４人) 

環
状
第
二
号
線
地
区 

事 業 の 経 緯 

昭和２１年 ３月 環状第２号線の都市計画決定                  
平成 ５年 ７月 環状第２号線の都市計画変更    
平成１０年１２月 市街地再開発事業の都市計画決定 
平成１４年１０月 市街地再開発事業の事業計画決定 

事 業 の 目 的 
 首都高速道路中央環状新宿線大橋ジャンクション整備と一体的にま
ちづくりを進めるため、周辺を含めた土地の高度利用と都市機能の更
新をめざす。 

総 事 業 費 ２４５億３００万円 

事 業 完 成 予 定 平成２４年度 

区 域 面 積 

約38,000㎡(公共施設約31,900㎡、宅地約8,900㎡) 
      (重複利用区域約2,800㎡含) 
 公共施設計画 環状第６号線 延長約110ｍ 幅員11ｍ 
        放射第４号線 延長約220ｍ 幅員20ｍ 
        区画道路   延長約380ｍ 幅員5～7.5ｍ 
        公共空地   約992㎡ 

計 画 人 口 約１，８００人 

施 設 建 築 物 ２棟（住宅９０２戸） 

権 利 者 数 
（事業計画策定時） 

３４６人  (土地所有者１５３人、借地権者３０人、 
借家人１６３人) 

大 

橋 

地 

区 

事 業 の 経 緯 

 平成 ２年８月 中央環状新宿線の都市計画決定 
 平成１１年４月 中央環状新宿線の都市計画変更 
 平成１６年１月 市街地再開発事業の都市計画決定 
 平成１７年３月 市街地再開発事業の事業計画決定 
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２ 事業の進ちょく状況 

（１）用地取得の進ちょく状況について 

 平成２２年度は、用地取得及び物件移転補償等を行っており、用地については、表２のとお

り、環状第二号線地区８４６．６６㎡を取得した。 

 

 （表２）用地取得の状況 

区   分 
全 体 計 画 

面       積 

平成２１年度末

(進ちょく率) 
平成２２年度 

累      計 

(進ちょく率) 

北 新宿地区 
42,300.00㎡ 42,299.40 ㎡

(100.0％)

0 ㎡ 42,299.40 ㎡

(100.0％)

環状第二号線 

地        区 

50,350.00㎡ 48,147.79 ㎡

(95.6％)

846.66 ㎡ 48,994.45 ㎡

(97.3％)

大 橋 地 区 
8,917.00㎡ 

 

8,917.00 ㎡

(100％)

0 ㎡ 8,917.00 ㎡

(100％)

 

（２）敷地処分の進ちょく状況について 

平成２２年度は、北新宿地区３街区３－２棟の敷地処分を行い、特定建築者と保留床相当敷

地持分譲渡契約を締結し、前受金として契約金額１億５，８７５万円の３割相当額４，８００

万円を収入している。 

また、環状第二号線地区Ⅲ街区Ⅲ－１棟敷地について、特定建築者と保留床相当敷地持分に

係る全体の譲渡価格３７０億円を３７４億４，２８８万余円に契約変更し、このうち平成２１

年度に契約を締結した部分の一部金増額分として３，７９２万余円を受領したほか、敷地の残

地部分の保留床相当敷地持分譲渡契約を結び、当該契約部分相当額５８億８，３９８万余円の

１割相当額５億８，８５１万余円を収入している。 

このほか、大橋地区の敷地処分は、前事業年度までに終了しており、新たな敷地処分の発生

はない。 

なお、各地区の敷地処分を行った施設建築物の概要は、表３のとおりである。 
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 （表３）敷地処分を行った施設建築物の概要 

北新宿地区３街区３－２棟 

建 物 用 途 業務 

構 造 ・ 規 模 鉄筋コンクリート造、地上３階・地下２階 

敷 地 面 積 １，５２０．００㎡ 

延 床 面 積 ２，９９８．３６㎡ 

環状第二号線地区Ⅲ街区Ⅲ－１棟 

建 物 用 途 住宅、事務所、店舗、ホテル、会議室、駐車場 

構 造 ・ 規 模 鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造、地上５２階・地下５階 

敷 地 面 積 １７，０６８．９５㎡ 

延 床 面 積 ２４４，３０５．３３㎡ 

（注）特定建築者は、都から保留床相当の敷地持分を取得し、自らの負担で施設建築物を建築する。
完成した施設建築物のうち、保留床部分は特定建築者に、権利床部分は都に帰属する。 

 

（３）施設建築の進ちょく状況について 

平成２２年度は、北新宿地区については、３－２棟の建築工事が平成２２年６月に着手され

ており、平成２３年１２月に完成予定となっている。 

また、大橋地区については、１－１棟に係る建築工事が平成２２年３月に着手され、平成２

５年 1月に完成予定となっている。 

 

３ 経営成績について 

平成２２年度における経営成績は、表４（詳細は、別表１比較損益計算書）のとおり、総収益

２，４４６万余円、総費用２８万余円であり、差引き２，４１８万余円の純利益となっている。 

 

（表４）経営成績比較表                        （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増 （△） 減 

金    額 金    額 金    額 率 項   目 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (Ｃ)／(Ｂ)×100

収 営 業 収 益 0 8,530,641 △ 8,530,641    △ 100 

益 営業外収益 24,465 69,806 △ 45,341 △ 65.0

総 収 益 24,465 8,600,447 △ 8,575,982    △ 99.7

費 営 業 費 用 0 6,794,635 △ 6,794,635    △ 100 

用 営業外費用 280 12,314 △ 12,034 △ 97.7

総 費 用 280 6,806,950 △ 6,806,670 △ 100.0

純 利 益 24,185 1,793,497 △ 1,769,312    △ 98.7
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（１）収益について 

収益は、表５のとおりである。 

営業収益は、施設建設物の完成がなかったため、発生していない。 

営業外収益は、２，４４６万余円であり、その主なものは、預金利子２，１８１万余円、北

新宿地区に係る作業員詰所に対する土地の貸付けなどによる土地建物賃貸料２０８万余円であ

る。 

 

（表５）収益の内訳                           （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増 （△） 減 

金    額 金    額 金    額 率 項     目 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) (Ｃ)/(Ｂ)×100

営業収益 0 8,530,641 △ 8,530,641  △ 100  

 大橋地区敷地等処分収益 0 7,384,443 △ 7,384,443 △ 100 

  敷地処分収益 0 3,468,000 △ 3,468,000 △ 100 

  施設建築物処分収益 0 1,816,933 △ 1,816,933 △ 100 

  公共施設引渡収益 0 2,099,510 △ 2,099,510 △ 100 

 国庫補助金 0 305,032 △ 305,032 △ 100 

 その他営業収益 0 841,164 △ 841,164 △ 100 

営業外収益 24,465 69,806 △ 45,341 △ 65.0

 受取利息 21,813 42,679 △ 20,866 △ 48.9

  預金利子 21,813 42,679 △ 20,866 △ 48.9

 雑収益 2,652 27,126 △ 24,474 △ 90.2

  土地建物賃貸料 2,087 26,385 △ 24,298 △ 92.1

  雑収益 564 740 △ 176 △ 23.8

計 24,465 8,600,447 △ 8,575,982 △ 99.7

 

 （２）費用について 

費用は、表６のとおりである。 

営業費用は、施設建設物の完成がなかったため、発生していない。 

営業外費用は、雑支出２８万余円であり、これは、環状第二号線地区の調査委託に係る契約

違約金について、法人の破産廃止により債権が消滅したため不納欠損となったことに伴い、費

用処理したものである。 
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（表６）費用の内訳                            （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増 （△） 減 

金    額 金    額 金    額 率 項     目 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) (Ｃ)/(Ｂ)×100

営業費用 0 6,794,635 △ 6,794,635 △ 100 

 大橋地区敷地等処分原価 0 6,794,635 △ 6,794,635 △ 100 

  敷地処分原価 0 2,712,276 △ 2,712,276 △ 100 

  施設建築物処分原価 0 1,982,848 △ 1,982,848 △ 100 

  公共施設引渡原価 0 2,099,510 △ 2,099,510 △ 100 

営業外費用 280 12,314 △ 12,034 △ 97.7

 雑支出 280 12,314 △ 12,034 △ 97.7

計 280 6,806,950 △ 6,806,670 △ 100.0

 

４ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表７のとおりである。 

当年度における資本的収入は、３５９億６，７７９万余円で、その内訳は、公共施設建築等

に充てるための一般会計負担金（国庫負担金を含む。）２０６億８，７１５万余円、都市再開発

事業収入１０６億７，４８１万余円、企業債３９億円、国庫補助金６億９，９０５万余円、工

事負担金収入等の雑収入６７６万余円である。 

資本的支出は、３７１億５，６４５万余円で、その内訳は、都市再開発事業費２６７億５，

０１１万余円、企業債償還金１０１億６，７００万円、建設利息２億３，９３４万余円である。 

このうち、都市再開発事業費の主なものは、用地取得・物件移転補償等に係る用地費２１６

億７，２１６万余円（北新宿地区６，４３１万余円、環状第二号線地区１９４億７，４７４万

余円、大橋地区２１億３，３０９万余円）、施設建築物工事費及び公共施設工事費３２億６，４

６９万余円（北新宿地区３億３，３４４万余円、環状第二号線地区１９億８９２万余円、大橋

地区１０億２，２３２万余円）などである。 

なお、給与費は都市再開発事業費に含まれており、給与費、職員数等については、表８のと

おりとなっている。 
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（表７）資本的収支比較表                       （単位：千円、％） 

平成２２年度 平成２１年度 増 （△） 減 

金    額 金    額 金    額 率 項     目 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)=(Ａ)-(Ｂ) (Ｃ)/(Ｂ)×100

  企 業 債 3,900,000 1,400,000 2,500,000 178.6

  一 般 会 計 負 担 金 20,687,154 28,039,821 △ 7,352,667 △ 26.2

資 収 国 庫 補 助 金 699,059 134,572 564,487 419.5

本  都 市 再 開 発 事 業 収 入 10,674,815 3,225,736 7,449,079 230.9

的 入 固 定 資 産 売 却 収 入 0 0 0 0 

  雑 収 入 6,761 246,684 △ 239,923 △ 97.3

  計 35,967,790 33,046,814 2,920,976 8.8

  都市再開発事業費 26,750,116 30,328,396 △ 3,578,280 △ 11.8

資 支 企 業 債 償 還 金 10,167,000 3,047,000 7,120,000 233.7

本  長 期 借 入 金 償 還 金 0 0 0 0 

的 出 建 設 利 息 239,340 255,709 △ 16,369 △ 6.4

  雑      支       出 0 0 0 0 

  計 37,156,457 33,631,105 3,525,352 10.5

差 引 資 本 的 収 支 △ 1,188,667 △ 584,291 △ 604,376 △ 103.4

 

（表８）給与費明細表                           （単位：千円） 

平成２２年度 平成２１年度 増 （△） 減 

金    額 金    額 金    額 

年 度 

 

項 目 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） 

給 料 294,022 316,084 △ 22,062

手 当 237,511 251,196 △ 13,685

法 定 福 利 費 104,745 100,853 3,892

計 636,278 668,134 △ 31,856

職 員 数  73 人 76 人 △ 3 人 

平 均 年 齢  43 歳  43 歳  5 月 △ 0 歳  5 月 

職員一人当たり給与費 7,281 7,464 △ 183

   （注）１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 
（注）２ 職員１人当たり給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 
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（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、３，５０１億２，５４５万余円で、前年度（３，２７０億９，５６３万余円）

と比較して、２３０億２，９８１万余円（７．０％）増加している。これは主に、現金預金が

２７億３，５２３万余円減少したものの、取得した用地等を処分が可能となるまで計上する未

成再開発資産２５７億７，８６８万余円などが増加したことによるものである。 

負債総額は、３，３０３億３，８３０万余円で、前年度（３，０１６億２，８３５万余円）

と比較して、２８７億９９４万余円（９．５％）増加している。これは主に、預り金が５億９，

７４３万余円、未払金が３億１４４万余円、それぞれ減少したものの、前受金が２９６億８８

２万余円増加したことによるものである。 

資本総額は、１９７億８，７１５万余円で、前年度（２５４億６，７２８万余円）と比較し

て、５６億８，０１２万余円（２２．３％）減少している。これは主に、自己資本金が１５億

８，３８４万余円、資本剰余金が５億６，２６８万余円、それぞれ増加したものの、企業債の

減少により借入資本金が６２億６，７００万円、利益剰余金が１５億５，９６６万余円、それ

ぞれ減少したことによるものである。 

次に、当年度における有利子負債及び支払利息の状況は、表９のとおりである。 

有利子負債の未償還残高は１４８億４，８２１万余円であり、前年度（２１１億１，５２１

万余円）に比較して、６２億６，７００万円（２９．８％）の減少となっている。 

 

（表９）有利子負債及び支払利息の状況                    （単位：千円） 

  平成２２年度末 平成２２年度 平成２１年度末 増(△)減 

有 負 
区   分 

残高（Ａ) 増 加 減 少 残高（Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) 

利  企  業  債 14,793,000 3,900,000 10,167,000 21,060,000 △ 6,267,000

子 債 他会計借入金 55,215 0 0 55,215 0

  合    計 14,848,215 3,900,000 10,167,000 21,115,215 △ 6,267,000

支 利 平成２２年度支払額 平成２１年度支払額 増(△)減 

  
区   分 

（Ｃ) （Ｄ) (Ｃ)－(Ｄ) 

払 息 建 設 利 息 239,340 255,709 △ 16,369

  



（別表１）比較損益計算書

金　　　額 増減率

（Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

△ 8,530,641,297 △ 100

大橋地区敷地等処分収益 △ 7,384,443,622 △ 100

国  庫  補  助  金 △ 305,032,981 △ 100

そ の 他 営 業 収 益 △ 841,164,694 △ 100

△ 6,794,635,293 △ 100

大橋地区敷地等処分原価 △ 6,794,635,293 △ 100

△ 1,736,006,004 △ 100

△ 45,341,300 △ 65.0

△ 20,866,438 △ 48.9

△ 24,474,862 △ 90.2

△ 12,034,777 △ 97.7

△ 12,034,777 △ 97.7

△ 1,769,312,527 △ 98.7

△ 1,769,312,527 △ 98.7

△ 1,769,312,527 △ 98.71,793,497,572

0

12,314,930

2,652,053 27,126,915

6,794,635,293

1,736,006,004

69,806,498

42,679,583

6,794,635,293

    科　　　　　目　　　　

 営  業  外  費  用 

 営　業　外　収　益

 受    取    利     息

 雑       収        益

841,164,694

0

24,465,198

　　                                                                          （単位：円、％）

平 成 ２１ 年 度

金       額

（Ｂ）

増（△）減平 成 ２２ 年 度

（Ａ）

金       額

24,185,045 当年度未処分利益剰余金

 営  業  費  用 

 営　業　利　益

 雑      支       出

 営　業　収　益

1,793,497,572

 当  年  度　純  利  益 24,185,045 1,793,497,572

280,153 12,314,930

 経     常     利    益 24,185,045

305,032,981

8,530,641,297

7,384,443,622

0

0

0

0

280,153

0

21,813,145
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 構成比 金     額 構成比 金　　額 増減率
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） (C/B×100)

330,116,563,799 94.3 304,337,879,646 93.0 25,778,684,153 8.5

330,116,563,799 94.3 304,337,879,646 93.0 25,778,684,153 8.5

北新宿地区
都市再開発事業費

82,283,085,806 23.5 81,199,686,676 24.8 1,083,399,130 1.3

環状2号線地区
都市再開発事業費

227,994,804,152 65.1 205,196,347,042 62.7 22,798,457,110 11.1

大橋地区
都市再開発事業費

11,576,438,110 3.3 10,401,700,915 3.2 1,174,737,195 11.3

都市再開発事業関連費 8,262,235,731 2.4 7,540,145,013 2.3 722,090,718 9.6

20,008,888,635 5.7 22,757,754,973 7.0 △ 2,748,866,338 △ 12.1

19,943,695,060 5.7 22,678,928,004 6.9 △ 2,735,232,944 △ 12.1

 預　　　  　 金 19,943,695,060 5.7 22,678,928,004 6.9 △ 2,735,232,944 △ 12.1

42,293,575 0.0 78,826,969 0.0 △ 36,533,394 △ 46.3

 営 業 未 収 金 19,341,000 0.0 27,486,400 0.0 △ 8,145,400 △ 29.6

 営 業 外 未 収 金 21,259,706 0.0 51,286,224 0.0 △ 30,026,518 △ 58.5

 そ の 他 未 収 金 1,692,869 0.0 54,345 0.0 1,638,524 － 

22,900,000 0.0 0 0 22,900,000 － 

 前　　　払　　　金 22,900,000 0.0 0 0 22,900,000 － 

350,125,452,434 100 327,095,634,619 100 23,029,817,815 7.0

122,688,096 0.0 122,688,096 0.0 0 0

122,688,096 0.0 122,688,096 0.0 0 0

 完成資産保証引当金 122,688,096 0.0 122,688,096 0.0 0 0

330,215,612,307 94.3 301,505,665,017 92.2 28,709,947,290 9.5

69,338,147,013 19.8 69,639,587,414 21.3 △ 301,440,401 △ 0.4

 営  業  未  払  金 67,493,788,595 19.3 69,245,744,967 21.2 △ 1,751,956,372 △ 2.5

 工  事  未  払  金 1,628,856,963 0.5 388,590,722 0.1 1,240,266,241 319.2

 そ の 他 未 払 金 215,501,455 0.1 5,251,725 0.0 210,249,730 － 

260,869,465,294 74.5 231,260,638,967 70.7 29,608,826,327 12.8

 営  業  前  受  金 260,869,465,294 74.5 231,260,638,967 70.7 29,608,826,327 12.8

8,000,000 0.0 605,438,636 0.2 △ 597,438,636 △ 98.7

 預　　り　　金 8,000,000 0.0 605,438,636 0.2 △ 597,438,636 △ 98.7

330,338,300,403 94.3 301,628,353,113 92.2 28,709,947,290 9.5

17,846,172,405 5.1 22,529,324,315 6.9 △ 4,683,151,910 △ 20.8

2,997,957,131 0.9 1,414,109,041 0.4 1,583,848,090 112.0

 固　有  資　本　金 131,561,171 0.0 131,561,171 0.0 0 0

 組　入  資　本　金 2,866,395,960 0.8 1,282,547,870 0.4 1,583,848,090 123.5

14,848,215,274 4.2 21,115,215,274 6.5 △ 6,267,000,000 △ 29.7

 企　     業    　 債 14,793,000,000 4.2 21,060,000,000 6.4 △ 6,267,000,000 △ 29.8

 他  会  計  借 入 金 55,215,274 0.0 55,215,274 0.0 0 0

1,940,979,626 0.6 2,937,957,191 0.9 △ 996,977,565 △ 33.9

1,104,428,919 0.3 541,743,439 0.2 562,685,480 103.9

 受 贈 財 産 評 価 額 1,104,428,919 0.3 541,743,439 0.2 562,685,480 103.9

836,550,707 0.2 2,396,213,752 0.7 △ 1,559,663,045 △ 65.1

 減　債　積　立　金 146,615,101 0.0 135,893,191 0.0 10,721,910 7.9

 都市再開発事業積立金 665,750,561 0.2 466,822,989 0.1 198,927,572 42.6

 当年度未処分利益剰余金 24,185,045 0.0 1,793,497,572 0.5 △ 1,769,312,527 △ 98.7

19,787,152,031 5.7 25,467,281,506 7.8 △ 5,680,129,475 △ 22.3

350,125,452,434 100 327,095,634,619 100 23,029,817,815 7.0

 流     動     資    産

 借  入  資  本  金

 前     受     金

 資       本       金

 自  己  資  本  金

 負   　債   　合 　  計

 固     定     負    債

 前　　　払　　　金

そ の 他 流 動 負 債

平 成 ２２ 年 度

 流     動     負    債

資　 　 産　 　合 　　計

 現  金  及  預  金

 未      収      金

再   開   発   資  産  

 未 成 再 開 発 資 産

増（△）減

 負　債・資　本　合　計

 剰     余     金

 資  本  剰  余  金

 利  益  剰  余  金

 資    本     合     計

平 成 ２１ 年 度

    科　　　　　目　　　　

 未     払     金

そ の 他 固 定 負 債
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